
下水道局「建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）活用工事」試行要領 

（受注者希望方式） 

 

１ 目的 

本要領は、建設キャリアアップシステム（以下「ＣＣＵＳ」という。）の活用状況を把握

するため、下水道局における工事において、ＣＣＵＳの登録者数の調査等を受注者の希望

に応じて行う工事（以下「ＣＣＵＳ活用工事」という。）の試行に必要な事項を定め、そ

の円滑な実施に資することを目的とする。 

 

２ 用語の定義 

本要領において使用する用語の定義は以下のとおりとする。 

・下請企業 

建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第２条第５項に規定する下請負人のうち、工

事において施工体系図への記載が求められるものをいう。ただし、一人親方及び当該

工事現場での施工が２週間以内の企業を除く。 

・技能者 

下請企業の従業員で、建設技能者として就労する者をいい、一人親方を含む。ただ

し、当該工事現場での就業が２週間以内の者を除く。 

・ＣＣＵＳ登録事業者 

下請企業のうち、一般財団法人建設業振興基金に対し、事業者として自社の情報、

雇用する技能者に関する情報又は建設現場に係る情報を登録するＣＣＵＳの利用者を

いう。 

・ＣＣＵＳ登録技能者 

技能者のうち、一般財団法人建設業振興基金に対し、技能者として本人情報を登録

し、就業履歴情報を蓄積するＣＣＵＳの利用者をいう。 

・登録事業者率 

ＣＣＵＳ登録事業者の数／下請企業の数 

・登録技能者率 

ＣＣＵＳ登録技能者の数／技能者の数 

・就業履歴蓄積率 

建設キャリアアップカードのカードリーダーへのタッチ等をして工事現場へ入場し

た技能者の数／工事現場へ入場した技能者の数 

・計測日 

登録事業者率、登録技能者率、就業履歴蓄積率を計測する日をいう。 

 

・平均登録事業者率 



登録事業者率の計測日における登録事業者率の平均値をいう。 

・平均登録技能者率 

登録技能者率の計測日における登録技能者率の平均値をいう。 

・平均就業履歴蓄積率 

就業履歴蓄積率の計測日における就業履歴蓄積率の平均値をいう。 

 

３ ＣＣＵＳ活用工事（試行） 

（１） 対象工事 

局が施行する大規模な土木工事及び建築工事（予定価格が税込９億円以上）のうち、受

注者が要領に基づいてＣＣＵＳの活用を希望する工事を対象とする。 

 

（２） 実施方法 

発注者は「建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）活用工事」である旨を案件公表時

の告知及び特記仕様書に明示する（別紙１参照）。 

契約後、受注者がＣＣＵＳ活用工事の実施を希望する場合は、現場着手前までに協議・

報告書（統一様式 26）により監督員にその旨報告する。 

 

（３） 実施内容 

受注者は、ＣＣＵＳ活用工事として、以下の内容について実施するものとする。 

１）カードリーダー等の設置及び運用 

受注者は、ＣＣＵＳに本工事の建設現場に係る情報の登録を行うとともに、建設キ

ャリアアップカードのカードリーダー等を設置し、現場作業全期間に渡って運用を行

う。なお、ＣＣＵＳ活用のためのカードリーダー等の設置費用及び現場利用料（カー

ドタッチ費用）は受注者の負担とする。 

２）指標の計測 

ＣＣＵＳ活用状況の把握のため、受注者は登録事業者率、登録技能者率及び就業履

歴蓄積率の各指標の計測を行う。なお、各指標の目標基準等は定めない。 

３）活用状況把握のためのアンケート調査への協力 

受注者は、本工事におけるＣＣＵＳの活用状況等を把握するために発注者が行うア

ンケート調査（以下「アンケート調査」という。）への協力を行う。 

 

（４） 実施状況の確認 

１）受注者は、カードリーダー等を現場に設置した際、設置状況の分かる写真を撮影

し、監督員に提出するものとする。また、監督員は受注者に対して、ＣＣＵＳより出

力した就業履歴一覧等の提示を求め、現場作業全期間に渡ってＣＣＵＳが運用されて

いることを３ヶ月毎を基本として適宜確認する。 



２）指標の計測について、計測日は受発注者協議により工事の進捗状況に応じて適宜設

定することとするが、工事の始期（工事着手日）から半年後を初回とし、以降３ヶ月

に１回の頻度で設定することを基本とする。ただし、初回の計測から３ヶ月未満で工

事が完了する場合は、工事完了前に計測日を１回設けることとする。なお、各指標の

計測日は同一日とし、指標ごとに計測日を設定しないことを基本とする。 

計測は受注者により実施するものとし、受注者は計測後速やかに計測日における指

標の結果や根拠資料を監督員に提出する。また、対象工事における最終計測日の計測

完了後、受注者は平均登録事業者率、平均登録技能者率及び平均就業履歴蓄積率を算

出し、監督員に結果を提出することとする。 

なお、根拠資料は、計測日における施工体系図、施工体制台帳、作業員名簿、その

他現場に入場している事業者数・技能者数を監督員が客観的に確認できる資料及びＣ

ＣＵＳによって受注者が当該計測日において出力した現場の帳票データ等とする（別

紙２参照）。 

３）受注者はアンケート調査に対する回答を工事完了時までに監督員に提出する。 

 

（５） 工事成績評定 

受注者が（３）に掲げる実施内容を適切に実施した場合には、工事成績評定の「創

意工夫と熱意」の「35 その他」の項目で加点評価（１点）する。 

 

 

附則（令和７年２月４日付７下計技第 252 号）  

この要領は、令和８年４月１日以降公表等を行う案件から適用する。 


